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・2003 年から 2005 年の 3 年間に行なわれた M&A の実施理由のうち、「研究開発力の強化」が選
択された割合は 16 項目中 7 位に止まりました。しかし、M&A の実施から 2 年後の決算時に研究
開発費を 10％以上増加させた企業は 17％、±10％未満の変化であった企業は 78％、10％以上
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